
建 築 関 連 工 事 

 共 通 特 記 仕 様 書 

笛吹市役所 



1 

○工 事 名   境川児童館空調設備工事 

○工事箇所 笛吹市境川町小黒坂 1652番地 

  境川児童館 

○工  期    契約日の翌日 ～ 令和 7年 8月 29日 

１  一般事項 

1-1 適 用

1-1-1．この特記仕様書は、笛吹市の発注する建築関連工事（建築工事・電気設備工

事・機械設備工事・解体工事）に適用する。 

ただし、工事請負額 500万円未満の工事については、監督員の指示により、本

特記仕様書の事項を選択適用するものとする。 

1-1-2．本工事の施工にあたって、設計図書（内訳明細書を含む）及び特記仕様書に

明記なき事項等については、建築工事標準詳細図、公共建築工事標準仕様書（建

築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編）、公共建築改修工事標準仕様書（建

築工事編・電気設備工事編・機械設備工事編）、木造建築工事標準仕様書、建築

物解体工事共通仕様書（以上いずれも国土交通省監修の最新版）、工事請負契約

書、工事打合簿（協議書）に準拠するものとする。 

1-2．工事概要

本工事の工事箇所及び範囲は、別添設計図書に示すとおりである。 

1-2-1. 工事箇所の状況

・近隣に住宅地有

・近隣に公共施設有

1-2-2. 施工条件

① アスベスト含有物の撤去搬出については飛散しないよう注意すること。

② 休日作業を行う場合は、施設管理者及び発注者の了解を得て行うこと。

③ 施工場所隣接地に保育園があるので、工事車両の出入りには注意すること。

1-3．寸法及び数量

設計図書及び設計図面のとおりとする。 

1-4．工  期

本工事の工期は、契約書のとおりとする。 

ただし、現場の施工については令和 7年 7月 23日までに完成させるものとする。 

1-5．関係法令等の遵守及び関係機関との調整等

工事施工に当たっては、建設業法、建設リサイクル法、労働安全衛生法等、関係

諸法令、諸官庁の通達、工事施工に関する協定事項等を遵守し、諸官公署との調整

を十分行うこと。 

また、地元との調整を密にとり、苦情等の発生を未然に防ぐよう努力すること。 
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1-6．事前協議 

着工前には、監督員・工事監理業務委託者（工事監理業務委託を行った場合）・

受注者とで事前協議を行い、工程並びに安全管理等の打合せを行うこと。 

      また、先行して建築物等の解体撤去工事が有る場合は、工事車両の搬入・搬出作

業と他の工事が競合することがあるため、施設使用者を含めて速やかに協議を行

い、工程計画を立てるものとする。 

1-7．工事カルテ作成・登録 

1-7-1．工事請負代金額が 500万円以上の工事については受注時に、CORINSに工事カ

ルテの作成登録を行うこと。 

1-7-2．工事請負代金額が 2500万円以上の場合は受注時に加えて完了（工期等の変更）

時にも工事カルテの作成登録を行うこと。 

1-7-3．登録時には監督員に提示して内容確認を得ること。 

1-8．工事支障物件 

本工事の工事着手前に隠蔽部分及び地下埋設物（給排水管・電気配管）等の支障

物件について調査し、監督員に報告するものとする。なお、工事に支障がある場合

は、施工方法及び工程について別途協議するものとする。 

1-9．建設副産物 

1-9-1．受注者は、建設リサイクル法、廃棄物処理法、その他関係法令に基づき、建

設副産物等の適正な処理に努めなければならない。 

1-9-2．特定建設資材を含む建設資材を工事現場に搬入する場合は「再生資源利用計

画書」を、建設副産物を工事現場から搬出する場合には「再生資源利用促進計画書」

を作成し、施工計画書に添付すること。 

1-9-3．受注者は、工事の完了時には上記の計画書を加筆修正した「実施書」を提出

するとともに、マニフェストの提示及び「建設廃棄物処理結果（又は状況）報告書」

を提出すること。 

1-9-4．電子データ「建設リサイクル報告様式（計画書・実施書）（EXCEL 形式）」

を CD-ROMにより監督員に提出するものとする。 

    なお、入力した工事データは自社で１年間保管するものとする。 

1-10．工事現場管理 

受注者は、本工事の施工にあたっては次の事項を遵守するものとする。 

  1-10-1．積載重量制限を越えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。 

   1-10-2．さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、積み込ませないこと。 

   1-10-3．過積載車輌、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引き渡しを受けるなど

過積載を助長することのないようにすること。 

1-10-4．取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表

示車等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講

じること。 

   1-10-5．建設発生土の処理及び骨材の購入等にあたって、下請け事業者及び骨材納入

業者の利益を不当に害することのないようにすること。 
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1-10-6．以上のことにつき、下請負業者にも十分な指導を行うこと。 

1-11．交通安全管理  

本工事の施工に際して必要な関係官公署等と協議を行うとともに、道路上の工事

を行う場合は「道路工事保安施設設置基準」に基づき適切な管理を行うものとする。    

また、工事敷地内に出入りする車両等に対する交通誘導員による交通安全管理は次

の通り実施するものとする。なお、施工条件に変更が生じた場合は、監督員と協議

するものとする。（但し、誘導員の配置を必要としない場合は０人とする。） 

1-11-1．交通(安全)管理の時間帯；8:00～17:00 実労８時間（交代要員なし） 

1-11-2. 配置人員；本工事では想定していない。 

1-12．工事中の安全確保 

1-12-1．本工事の施工にあたり、工事関係者以外の者が区域内に侵入しないよう仮囲

い又はバリケード等の保安施設を設置し事故が発生しないよう注意を払うこと。 

1-12-2．建設資材の運搬経路と通学路が重なる場合は十分配慮し、事故・苦情等が発

生しないよう留意すること。 

1-13．段階確認等 

段階確認にあたり、請負者は標準仕様書によるほか、つぎによるものとする。 

1-13-1．段階確認計画書の作成 

工事着手前において、段階確認事項を確認、整理し、段階確認時期を記した段

階確認計画書を作成する。なお、段階確認計画書は、施工計画書に含めて提出す

ること。 

1-13-2．社内検査の実施 

段階確認を受ける前には必ず社内検査を実施し、設計書通りの施工がなされ

ているか事前確認すること。また、検査結果を整理し、監督員からの請求があ

った場合は提示しなければならない。 

1-13-3．段階確認時の注意事項 

     段階確認においては、検査（確認）部分の出来型が確認できる資料を事前に作 

成し監督員に提出すること。また、配筋状況の確認時には配筋チェックシートを 

作成し、段階確認時に監督員に提出すること。 

1-13-4. その他 

     段階確認の計画書及び配筋チェックシートについて、監督員の承諾を得た場合

は、請負者の様式により管理できる。 

1-14．施工管理 

1-14-1．本工事の施工管理は、公共建築工事標準仕様書（各工事編）、公共建築改修

工事標準仕様書（各工事編）及び同施工監理指針並びに山梨県県土整備部営繕課

が定める基準によるものとする。 

1-14-2．工事写真管理は、「建設大臣官房官庁営繕部監修の工事写真の撮り方」によ

る。 
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２．施工一般 

2-1．工事一般 

2-1-1．仮設工 

仮設工については、現地の状況を十分把握し、安全性・経済性・構造等につい

ては、受注者が十分検討を行い、請負者の責任において決定し施工するものとす

る。また、騒音・振動などにより周辺住民から苦情が寄せられた場合は、直ちに

工事を中止し、工法などについて監督員と協議するものとする。 

また、足場を設ける場合は、労働安全規則による他、「手すり先行工法等に関

するガイドライン」によるものとする。 

2-1-2． 安全教育・訓練（朝礼・ＫＹ活動・安全巡視を含む）等の実施 

2-1-2-1. 安全教育・訓練等の実施 

        本工事の施工に際し、現場に即した安全教育・訓練等について、工事着手後

原則とし作業員全員の参加により、月当たり半日以上の時間を割当て、次の項

目から実施内容を選択し、安全教育・訓練等を実施するものとする。 

2-1-2-1-1．安全活動のビデオ等、視覚資料による安全教育 

2-1-2-1-2．本工事内容等の周知徹底 

2-1-2-1-3．土木工事安全施工技術指針等の周知徹底 

2-1-2-1-4．本工事における災害対策訓練 

2-1-2-1-5．本工事現場で予想される事故対策 

2-1-2-1-6．その他、安全教育・訓練等として必要な事項 

2-1-2-2. 安全教育・訓練等に関する施工計画書への記載 

施工に先立ち作成する施工計画書に、本工事の内容に応じた安全・訓練等の

具体的な計画を記載し、監督員に提出するものとする。 

2-1-2-3. 安全教育・訓練（朝礼・ＫＹ活動・安全巡視を含む）等の実施状況報告 

安全教育・訓練等の実施状況を記録し、工事完成時に書類と共に報告するも

のとする。 

         なお、工事期間中であっても監督員が実施状況の確認を必要とする場合は、

速やかに中間報告をするものとする。 

2-1-3．施工計画 

受注者は施工に先立ち、本工事の施工条件を十分検討の上、仮設計画、工程

計画、品質計画、安全等の施工管理などについて施工計画を立案し、監督員の

承諾（変更の必要がある場合も同様とする。）を受けなければならない。 

また、仮ＢＭを設置する場合は、位置図及び測量成果を添付し、監督員の承

諾を得るものとする。 

なお、各工種別の施工計画（要領）書についても同様とする。 

2-1-4．工事着手前の調査・測量（起工測量） 

受注者は施工に先立ち、工事着手前の調査・測量・設計図書などの内容確認

等を行い、必要に応じてそのデータを監督員に提出し協議を行うものとする。 
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2-1-5．資材置き場等 

仮設事務所及び資材置き場等を設置する場合は監督員と協議の上、規模構造

等については必要最低限とし、工事終了後は原形に復旧するものとする。 

2-1-6．工事における排出ガス対策型建設機械の原則使用について 

    本工事において表-1に示す建設機械を使用する場合は、「特定特殊自動車排

出ガスの規制等に関する法律」（平成 17年法律 51号）に基づく技術基準に適

合する特定特殊自動車、または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成 3

年 10 月 8 日付建設省経機発第 249 号、最終改正平成 22 年 3 月 18 日付国総施

第 291 号）」、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規定（平成 18

年 3 月 17 日付け国土交通省告示第 348 号）」、もしくは「第 3 次排出ガス対

策型建設機械指定要領」（平成 18年 3月 17日付け国総施第 215号）に基づき

指定された排出ガス対策型建設機械を使用するものとする。 

 

排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、平成７年度建設技術評価制

度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目

標を満たすことが確認された排出ガス浄化装置を装着した建設機械（平成 16

年 9月 1日までに装着されたものに限る）を使用するものとする。 

      ただし、これにより難い場合は、監督員と協議するものとする。 

      また、排出ガス対策型建設機械あるいは、排出ガス浄化装置を装着した建設

機械を使用する場合、施工現場において使用する機械の写真撮影を行い監督員

に提出するものとする。なお、指定機械であることを識別するラベルが添付さ

れているので、確認できるように撮影すること。 

                   表－１ 

        機       種    備   考 

一般工事用建設機械 

 ・バックホウ・トラクターショベル（車輪式）・ブ

ルトーザ・発動発電機（可搬式）・空気圧縮機（可

搬式） 

 ・油圧ユニット（以下に示す基礎工事用機械のうち、 

 ベースマシンとは別に、独立したディーゼルエンジ

ン駆動の油圧ユニットを搭載しているもの；油圧ハ

ンマ、バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引抜機、

油圧式杭圧入・引抜機、アースオーガ、オールケー

シング掘削機、リバースサーキュレーションドリ

ル、アースドリル、地下連続壁施工機、全回転型オ

ールケーシング掘削機）、ロードローラ、タイヤロ

ーラ、振動ローラ・ホイールクレーン、ラフテレー

ンクレーン油圧伸縮ジブ型 

 

ディーゼルエンジン（エ

ンジン出力 7.5kw 以上

260kw以下）を搭載した

建設機械に限る。ただ

し、道路運送車両の保安

基準に排出ガス基準が

定められている自動車

で、有効な自動車検査証

の交付を受けているも

のは除く。 
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2-1-7．低騒音型・低振動型建設機械の使用 

本工事において、「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針」（Ｓ51.3.2建設

省経機発第 54 号、建設大臣官房技術参事官から各地方建設局長あて 最終改

正Ｓ62.3.30 建設省経機発第 58号）に基づき、低騒音型・低振動型建設機械

の使用を義務付けた場合は、「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規

定」（H9.7.31 建設省告示第 1536 号 最終改定 H13.4.9 国土交通省告示第

2438号）に基づき指定された低騒音型・低振動型建設機械を使用するものとす

る。 

ただし、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可能な場合は、認

定機種と同程度と認められる機種または対策をもって協議することができる。 

また、施工現場において指定機械であることを識別するラベルが確認できる

ように建設機械を撮影し、監督員に提出するものとする。 

 

2-2．その他 

2-2-1．高度技術、創意工夫、社会性等について 

受注者は工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項

目、または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工

事完了時までに所定の様式により提出することができる。 

2-2-2．提出物（完成図書）等 

     ○工事関係書類（ファイル綴じ、もくじ、インデックス付）・・・1部 

     ○完成図（製本二つ折Ａ４、原図及び複写図、黒表紙金文字）・・・2部 

     〇完成写真、メーカーリスト、保証書等         ・・・各 1部 

     ○ＣＤ－ＲＯＭ（完成図ＣＡＤデータ、完成写真データ等）・・・一式 

     ○その他必要書類（監督員の指示による施工に関する書類） 

2-2-3．その他 

この特記仕様書により難い場合、記載無き事項、及び疑義の生じた際には、

監督員と協議し決定するものとする。 

 


